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1951 年版の SCIV は科学と倫理の問題、すなわち社会的決定プロセスの解明と社会的厚生
の評価基準の解明という二つの問題が内包されていると論じる（第二節）。続いて、その双
方の関係が方法論的に基礎づけられていないというバーグソン、リトルらからの批判を示
すとともに、それに対してアローがポパーを引用しつつなした答えを示す（第三節）。さら
に、ポパーにおける科学と哲学の関係について論じ、新厚生経済学の方法論におけるポパ
ーの影響を分析する。これをもとに、ポパーから影響を受けたアローの方法論的基礎を分
析し、それが「観察可能なデータと合理的な演繹手法に基づく科学的論証によって、倫理
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的言説が解明可能である」という立場であることを明らかにする（第四節）。続いて、SCIV
の文脈の中でアローの方法論を確認する（第五節）。最後に、アローの定理以降も、アロー
が社会的決定プロセスの帰結である社会的選好順序を、社会厚生の評価基準すなわち道徳
的ルールであると考えていたが、それは瞬間ごとに変わりうる暫定協定的なものであるこ
とを明らかにする（第六節）。 
 
第二章では、アローが、政策決定と社会契約を同一視して、その双方を社会的決定ルー
ルの問題であるとともに道徳の問題とみなすことを明らかにする。前者の政策決定に道徳
を伴わせるために、アローはポピュリズムと称される。アローは双方を暫定協定とみなす。 
まず、SCIV のデモクラシー観を示す。そのデモクラシー観とは、第一章で論じたよう
に社会的決定の帰結が道徳であるとみなすポピュリズムである。ただし、その道徳は個人
選好に応じてどのようにも変わりうるという意味で、倫理的価値相対主義であることを明
らかにする（第一節）。次に、SCIV においてアローが社会契約を個人選好の部分的一致と
定式化し、構成員の全員一致の選好は社会選好になるというパレート原理を適用させるこ
とを確認する。このようにアローがその時々の政策決定における条件であるパレート原理
を社会契約に適用したことは、アローが後者を前者の一類型とみなし、二つの意思決定に
規範的な区分をしないことの証拠であると論じる（第二節）。 
他方で、リベラリズムはしばしば、二つの決定を規範的に区別して、社会契約は道徳的
意味をもつけれども、政策決定は社会的決定ルールとしての意味しかもたないと考えた。
それらのことを論じるために、まず、センによる社会的選択理論と社会契約説の比較分析
について論じる（第三節）。次に、超越論的な社会契約説を不要とみなすセンに反論し、そ
れは社会の存続基盤となる道徳的ルールを提示するという点で現実的な有用性があると論
じる（第四節）。 
 
第二部 
 第二部では、アローに反してリベラル・デモクラシー論では、社会契約は権利の原理の
採択であるとともに、時間的に継続するコミットメントであるとみなされていることを明
らかにする。その際、リベラル・デモクラシー論において、先行研究には次の二つの問題
点が残されていることを指摘し、本研究の課題と意義を明らかにする。第一に、パレート
原理と権利の原理のどちらが優先されるか、後者の存在理由は何かという問題である。第
二に、立憲的決定を扱う先行研究は、自由主義的な権利の初期配分を自明視するか、ある
いはその決定の際にその権利が必ず採択されるとは限らないという問題である。 
第三章では、アローとリベラル・デモクラシー論者の論争から、第一の点を明らかにす
る。まず、アローの定理の枠組みを示す（第一節）。次に、政治学においてアローの定理
に対してリベラル・デモクラシーの観点からなされた先行研究について論じる（第二節）。
続いて、社会的選択理論におけるリベラル・パラドックスについて論じ、その解消のため
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になされたブラウの定理、セン＝鈴村の解法などの先行研究の動向を分類する（第三節）。
続いて、アローによるリベラリズム批判、すなわち権利の存在理由が不明であるという批
判とパレート原理の擁護について論じる（第四節）。これに対して、リベラリズムの立場
からアローの批判に対して応答をすべく、権利の存在理由は道徳的人格の尊重であると論
じる（第五節）。最後に、リベラル･デモクラシー論者とアローの論争の争点は、権利の原
理とパレート原理の対立であり、それぞれの根拠である道徳的人格の不可侵性と個人選好
の不可侵性の対立であることを明らかにし、その争点が本稿の第三部でどう解決されるの
かを論じる（第六節）。 
 
 第四章は、先行研究がもつ第二の問題点を明らかにし、リベラル・デモクラシーにおけ
る長期的なコンセンサスとしての社会契約がもつ政治的意義を示す。 
構成としては、まずドゥオーキンの権利基底説の問題点を指摘する（第一節）。次に、
社会的選択理論の先行研究による権利の初期配分の研究を概略するとともに、政治哲学、
憲法学の観点からみたその疑問点（すなわち立憲的決定の時間性と権利の初期配分を自明
視すること）を指摘する（第二節）。続いて、前者の時間性について考察するために、アッ
カマンの二元的政治について論じる（第三節）。ここまではリベラル・デモクラシーの先行
研究の分析である。さらに、アローの定理と憲法学をつなげて論じるルーベンフェルドに
よる、アローの定理の分析と長期的な「人民」の形成としての立憲的決定を検討する。ま
た、アローの手法が社会契約と政策決定とを同一視する理由を明らかにする。最後に、ル
ーベンフェルドの問題点（立憲的決定の道徳性および動機づけの説明の不足）を指摘し、
本稿が取り組むべき課題を提示する（第四節）。 
 結論として、先行研究における権利の配分が自明視されるか、あるいはそれが立憲的決
定で採択されるとは限らないという問題は、立憲的決定に先立って社会契約が存在すると
論じることで解決される。だが、先行研究の社会契約説は社会的選択理論からの批判に弱
い。先行研究の問題に対して、本研究は、権利の原理とは社会契約に先立って存在する個
人の道徳的人格の尊重によって基礎づけられるが（第三部）、個人の道徳的人格がもつ自
由意思によって結ばれる社会契約によって、権利の原理は実効的に擁護されると論じる（第
四部）。さらに、このような社会契約説ならば社会的選択理論からの批判からも耐えうる
と論じる（第六章・第八章）。 
 
第三部 
 第三部では、第二部第三章の問題提起を受けるとともに、第四部で論じる、アローの枠
組みの外側にある
、、、、、
とともに、その前提となりうる社会契約の主体を明らかにするために、
個人の人格が個人的選好順序に先立つことを論じる。さらに、「科学的論証によって倫理的
言説が解明可能である」というアローの立場に対して、まず個人の全人格が合理的分析で
は表現しきれないことを論じる。 
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第五章は、個人の選好順序とその主体である「個人」の関係性の検討を目的とする。 
まず、この個人をどう考えるかにあたって、ポズナーは、選好順序と個人の関係性につ
いて時間軸上で考える。彼によれば、合理的な個人が選好順序を形成する際に、現時点で
の厚生をその判断基準とする考え方においては、選好順序の主体である個人は「ある時点」
での個人であることが想定されている。そこから、彼は時間的に同一性のある個人は、選
好順序の主体である「ある時点」での個人の集積であると解釈する。しかし、ポズナーの
考え方は時間が瞬間の集積であるのか、それらの時点ごとの個々人がどのように一つの「個
人」という同一性を保つのか、という問題などが残されている（第一節）。 
次に、この問題に関して、アンリ・ベルクソン『意識に直接与えられたものについての
試論』を参考にしつつ答えていく。 
 論証方法としては、選好順序が個人の全人格を表すという立場に背理法で反論する。ア
ローの合理的な個人の仮定においては、個人が一度きりになした、すべての可能な選択肢
に対する選好順序があると仮定する。もしこの選好順序が個人の全人格を表すならば、そ
れは個人の全行動を表すことができるであろう。したがって、対偶により、もしそれが個
人の全行動を表すことができないならば、それは個人の全人格を表さない。定義と帰結主
義から、もし選好順序が個人の全行動を表すとすれば、すべての可能な対象を含む集合に、
個人の全行動が含まれる。そうであれば、時間的に持続するすべての行動はその部分集合
であるため、その集合に含まれる。しかし、このように仮定すると、時間的に持続する個
人の全行動はどの瞬間においても分割可能であるために、無限分割問題が生じる。この問
題は、ゼノンのパラドックスという、現実の事象とは異なる結論を導くパラドックスの原
因となる。したがって、背理法により、「選好順序は個人の全行動を表す」ことはできな
い。よって、それは全人格を表すことはできない。そうではなく、選好順序は個人の経験
の後に形成されるのであり、時間的に持続する個人が選好順序に先立って存在し、「ある
時点」での選好順序を形成する。ここから、ある時点での個人が存在するのではなく、時
間的に持続する個人がある時点での判断から選好順序を形成することが分かる。 
最後に、そのような個人の人格の全体によってなされる行為を自由な行為と呼ぶベルク
ソンの議論を参照しながら、個人の選好順序による選択の自由とは異なる自由の観念を提
示する（第二節）。 
 
第六章では、第五章で明らかにされたことを、論理学の用法を用いて論証する。なぜな
ら、アローは論理学の用法を分析手法に取り入れて、それによって彼のリベラル・デモク
ラシー批判を基礎づけているからである。通常、アローの定理の普遍集合は観察可能なデ
ータに基づいた有限で離散的な集合として表されるが、アローはそれが連続性をもつケー
スの考察をもしている（第一節）。もちろん有限集合においては、個人の全人格を選好が
表現することはできない。次に連続的な変数をもつ集合のケースを考える。このケースで
個人の全行動が普遍集合内に含まれると想定するならば、「集合論のパラドックス」とい
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う問題が生じると論じる。ジョージェスク＝レーゲンによればこのパラドックスは、無限
集合、あるいは数的な連続性が実在がもつ直観的連続性を表現できると考えることによっ
て起こる問題であり、その問題を内包するゼノンのパラドックスは、数的連続性が直観的
連続性を表現できないことの根拠である。そして、そのような観点から、本節ではアロー
の用いる集合論の限界を論じ、ベルクソンの論じる持続する実在および人格は集合論の論
じうる範囲を超えたところにあることを示す（第二節）。ただし、これらの議論はアロー
の合理性の仮定がもつ数学的な整合性を否定するためではなく、単にそのような仮定は「規
約」として、あるいは近似として実在を表現し、それに包摂されない実在の主体がもつ性
質と意義を明らかにするためにのみなされる。すなわち、アローに反して観察不可能で合
理的分析不可能なもの、すなわち実在する個人の人格の道徳的価値を明らかにするために
のみなされる（第三節）。 
 
第四部 
第四部では、社会契約がどのようになされるかを明らかにする。 
第七章では、第三部で論じた個人の人格が基本的人権を基礎づけるとともに、社会契約
の主体となると論じる。まず、ベルクソンもまた方法論的に科学的論証による倫理的言説
の解明を目指す点で、アローと一致すると論じる。ただし、方法論的に科学的分析が不可
能なものに倫理的意義を認めないアローに反して、本研究はベルクソンを用いて、論理学
に内在するパラドックスを通じて、すなわち合理的分析を用いて、科学的に分析できない
ものの倫理的価値を明らかにする（第一節）。次に、第三部で導出された個人の人格の性
質から、その道徳性・卓越性など尊厳を付与するために必要な条件が導出されることを論
じる。よって、個人の人格は科学的、合理的分析によって完全に還元されないからこそ、
尊厳をもつことを明らかにする（第二節）。さらに哲学的思考とは個人の人格の内省であ
ると論じる（第三節）。これらの分析によって、アローの方法論的立場に批判を加える（第
四節）。 
次に、基本的人権は、この人格の尊厳によって基礎づけられると論じる。続いて、これ
までの分析は第四章で論じられた先行研究の不足点を補える。第一に、それは個人が集合
的アイデンティティを形成する動機に対する説明を提示する。第五章で示されたように、
個人の人格は数理的には分析不可能な「直観的連続性」をもつと定義される。ベルクソン
によれば、この性質は形而上学的な意味での「永遠性」である。他方で、個人一人ひとり
の生は有限である。この時、個々人は、個人一人ひとりよりも永続する「集合体」を形成
し、それに自らのアイデンティティの一部である内的な無限性を預けようとする。こうし
て形成される集合的アイデンティティは「人間性」と呼ばれ、個々人に内在する。第二に、
社会契約は道徳的人格を主体とするからこそ権利の原理が必ず採択される。また、社会契
約は、第五章の最後に論じた意味での「自由な行為」としてなされる。それは、このよう
な道徳的人格をもつ個々人がお互いを「唯一の人格」として尊重しあい、お互いの尊厳を
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容認しあうというコンセンサスを結ぶことであり、そうすることで得られる相互尊重とい
うつながりをつうじて、彼らは「人間性」をもつ集合としての「人民」という集団的アイ
デンティティを手に入れる。そして各個人のもつ尊厳の尊重という道徳的ルールとともに、
「人民」という集団的アイデンティティこそが、リベラル・デモクラシー社会の存続基盤
であると論じる。さらに、国家の統治はこの社会契約の理念に従って制約される（第五節）。 
最後に、第一章で明らかにされたような、「暫定協定」として解釈されるアローの立場
と本研究の立場とを比較検討する（第六節）。 
 
第八章は、本稿の考える社会契約の特徴をまとめると共に、それがアローの考える社会
的厚生関数に与える制約を検討する。 
社会契約とその後の社会的決定を以下のように示す。社会契約は、これまでの本研究に
おける議論を総括すると、個々人が「人民」を共有し、互いの人格が有する尊厳を認めあ
うという合意である（第一節）。次に、本研究の考える全員一致での社会契約と、アローの
「パレート原理」による全員一致の合意の差異を確認する（第二節）。続いて、社会契約は
権利の初期配分および立憲的選択に先立って
、、、、
、その正統性のためになされ、その後でアロ
ーの定理が扱う政策決定があることを、ロールズの「四段階シークエンス」を参照して論
じる。その際、社会契約の後になされる社会的決定においては、社会契約と矛盾する理念
をもつ選択肢は、たとえパレート原理によって選出されたとしても司法審査によって採用
されないことなどを明らかにする（第三節）。 
 
 
